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〈論 説 〉
テ レワー ク推 進 の た め の公 的支援 策1)
日米欧の政策比較
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1.テ レワー クの動向 と社 会的背景
(1)情報通信技術の発達 とテレワーク
日本の経済 ・社会環境が急速に変化する中で,高 齢社会の到来,女 性の就業
意識の変化,障 害者雇用の促進等の社会的要請に関する早急な対応が求められ




ニーズの高ま りか ら今後テレワーク(Telework)が急速に普及する と予測さ
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れている。
わが国 にお けるテ レワー クへの取 り組 み は,1980年代 半 ば よ り,東 京 一極
集 中の是正や ゆ と りのある ワー クス タイルの実現 に向 けて進め られて きた。
1990年代 になってか らは,イ ンター ネ ッ トをは じめ とす る情 報通信技 術の飛
躍的 な発達 の中で,分 散型 オフィスを活 用 した新 しい働 き方 としてのテ レワー
クが現実的な もの にな り,そ の普及へ の関心が高 まって きた。 また,企 業 にお
いて も長引 く景気低 迷や戦後の経 済 システムの構造的な転換期 を迎 えて,経 営
の構造改革 に本格的 な取 り組みがな され,従 業員の個性 尊重 と生産性 向Lを 実
現す るための…つの ツール としてテ レワー クを導入 しようとす る気運が高 まっ
て きた((社)II本テ レワー ク協 会,2000年3月)。
しか し,テ レワー クとい う用語が ・般的 に使 われるようになったのは最近 の
ことであ る。 テ レワー クが いわば世 界標準 の用語 に なったの は,1997年9月
にアムステル ダムで開催 された第2回 国際 テ レワーク ・ワー クショップか らで
ある。同 ワー クショップには,ヨ ー ロ ッパ,米 国,オ ース トラリアiア ジアか
らの参加者があ り,米 国側の参 加者 は当初 テ レコ ミューテ ィング(Telecom-
muting)とい う用語へ の こだ わ りが強か ったが,情 報通 信が働 き方に どの よ
うな影響 を与 え るのか とい う観 点か らテ レワー クを受 け入れ る ように な っ
た%
ヨー ロッパでは欧州連合(EU>第13総 局(科 学技術 政策の担当局)が 当初
か らテ レワー クとい う用語 を使 用 して きた(EuropeanCommission,1998
年)。日本では1994年に郵政省が テ レワ 一ークセ ンタ 一ー研 究 会 を発足 させ た と き
には,テ レワークとテ レコ ミュ._....ティングを どう分 けるのか とい う議論があっ
たが,最 近郵政 省が 出 してい る税 制上 の措 置 に関す る政策3等 を見 る とテ レ
ワー クという用語 に統一 されている(郵 政省通信政 策局,1995年4月)。
テ レワークは,深 刻化す る大都市 の通勤混雑 問題 を改善するだけでな く,職
住近接 による余暇の創出,個 人のゆ と りと豊か さの実現,企 業の災害時の リス
ク分散 な どの効果 を もた らす ものである。 また,社 会政 策の観点か らも高齢者
や女性 だけで な く,障 害者に も新たな雇用機会 を提供す るこ とで,健 常者 と障
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害者 などが相 互に助 け合 うノーマ ライゼー シ ョンの実現 に もつなが ることが期
待 されている。少子 ・高齢化 の さらなる進展,労 働力 人口の減少 な どの大 きな
変化 の中で,テ レワー クは,勤 労者だけで な く,企 業,社 会に対 して も大 きな
社 会経済的な効果 をもた らす こ とが予想 されてお り,今 後,更 なる普及推 進に
向けて,具 体 的な政策展開が必要 となっている。
本稿では,テ レワー ク推進 のための公共政策 を国際比較す ることによって,
今後,わ が国 において取 るべ き政 策措 置 を検 討す る こ とに したい。 具体 的 に
は,第1章 では,テ レワー ク普及の社会的 な背景 とわが国にお けるテ レワー ク
の動 向 につ い て 明 らか にす る。第2章 で は,欧 米(米 連 邦政 府 と欧 州 連 合
(EU))を取 り上げ,テ レワー ク推進 のための公的支援 策 を検討 す る。第3章




テ レワー クとは,「本来勤 めるべ き場所 と して割 り当て られたヘ ッ ドオフ ィ
スがあ りなが らも,毎 日そ こに通勤するか わ りに,定 期的あるいは不定期 に自
宅やサテ ライ トオフ ィス等 で勤務する こと」((社)日 本サ テラ イ トオ フィス協
会}1997年1月)と して 定義 され た が,情 報 通信 機器 の 利 用 に よ り可 能 と
なった,個 人が最 も仕事 を しやすい場所 に分散 しての就業 として把握す ること
が 自然 で あ る。 こ こで 言 うテ レワー ク とは,テ レ 「Tele‐遠 い,遠 隔」 と
ワ.,ク 「Work-一働 く,仕 事」 と を組 み 合 わせ た造 語 で,電 話,フ ァク シ ミ
リ,パ ソコ ンな どの情報通信 手段 を活用 して,場 所 と時間 とを自由 に使 った柔
軟 な働 き方を指 してい る((社)日 本 テ レワーク協 会,2000年3月)。
テ レワー クは 「雇用労働者が,通 勤負担 が軽減 され るような,業 務 上の管理
者か ら離れた場所(サ テラ イ トオ フィス,自 宅等)で 情 報通信 を活用 しつつ,
終 日(1労 働単位 で)勤 務するこ とであって,企 業内の制度 に則 って行 われる
もの(頻 度 に関 しては,全 労働 日において行 う場 合か ら,週1日 程度や月1回
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程度不定期 に行 う場 合 まで を含 む)」といった対 象 を雇用労働 者の通勤 の代替
に限定 した定義 と,「情報通信 手段 を活 用 した働 き方」,「業務関連の移動 を情
報通信 を活用 して代替す ることの全て」 といった雇用労働者 だけでな く,自 営
業者 も対象 とし,外 出時の …時利用 も含む広義の定義がある。
ここで は,雇 用労 働 者 だけ で な く,自 営 業者,NPO・NGOな ども対 象 と
し,外 出時,出 張時の…時利用や集合的 に遠隔地のデ,,.._..タ入力等 を行 う情報処
理セ ンターでの勤務 も含む広い意味で 「テ レワー ク」 とい う言葉 を用い ること
にす る。テ レワー クを実践す る場 所 としては,ホ ー ムオフ ィス(在 宅勤務),
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る。18世紀末か ら19世紀にかけての産業革命にも比較 されるこの激 しい変化
は,経 済,巌 業,文 化,生 活などに極めて大 きな影響 を与えていることか ら情
報通信革命 と呼ばれることが多い。テレワークの普及もこのような情報通信技
術の発展が前提 となっている。





















巌1事 業所は全国の(郵便業及び通信業を除 く。)従業員数5人 以1二の事業所.
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出所:郵 政 省,『平・成12年版 通 信 白 書 』,p.13。
電 子 メー ル,移 動 通信,EDI,イ ン ター ネ ッ トな どの普 及 や グルー プ ウェ
ア,電 子商取 引,電 子決済 などの実用化に よって,新 規 ビジネスの創造が盛ん
とな り,ネ ッ トワー クの活用 によ り地方で も都市型 の生活 ・ビジネス支援産業
の存立が可能 になってい る(郵 政省,2000年6月)。
2)産 業 ・経済環境の変化
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経済のグローバル化,規 制緩和等の動 きの中で,わが国の企業は大競争時代
に直面している。そのような環境では,日 本的雇用関係と言われた年功序列主
義,集 団 ヒ義から能力主義,個 性尊重への転換,生 産現場重視から企画 ・アイ
デア重視への転換が必要 となっている。欧米に比べて低いと言われるホウイ ト
カラーの生産性の向Lや,創 造性の発揮の必要から,わ が国の就業管理 も時間
管理から目標管理への転換が進み,働 き方 もフレックスタイム,在宅勤務Tサ
テライ トオフィス勤務,直 行直帰制などフレックスワークの導入が増加 してい
る。
わが国の経済は,高 度成長から低成長に移行 しているがiこれはバブル崩壊
の後遺症だけではなく,土地 ・労働力などの高コス ト化,円 レー トと購 買力平
価 との乖離,人 口の高齢化などに加えて,流 通など低生産部門が温存 されてい
ることなどによる構造的なものである。この ような産業を取 り巻 く国内外の急
激な環境変化に対 して,規 制緩和による競争の促進,先端的な研究開発型企業
の育成,創 造的なワークスタイルへの転換などの対応策が課題となっている。
・方,首 都圏を中心 とした大都 市圏では,勤 労者の勤務地が都心部に集中す
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おける人事管理 を考 える上で も今後重要 な課題 となるだろ う。











出所:厚 生 省,『平成11年版厚生 白書』 などによ り作 成。




















■■■0～14歳 ■15～64歳 □65歳 以r…t-一一65歳以 ヒの 場 合
出所:厚 生省,『平成11年版厚生 白書』な どに より作成。
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子供 の数は120万人を割 り込 んだ。 これか ら 「団塊 ジュニア」(第2次 ベ ビー
ブーマ ー)世 代が出産年齢 に さ しかか り,当 面 の 出生数 は増 加が期 待 され る
が,21世 紀 初めには再 び減少 に向か うもの と予 想 される。 わが国の合 計特殊
出生率 は,1975年に2.0を ド回 り,1999年には1.34に低下 した。 「日本の将
来推計 人口」で は・出生率低迷等 を背景 と して,わ が 国の総 人口は2007年に
ピー クを迎 え,以 後減少 してい くと予想 している。出生数の減少は,長 期的 に
は生産年齢人lIについて も大幅 な減少 をもたらす ため,女 性,高 齢者,障 害 者
な どにとって労働 市場への参入が容易 になるような施策のｺLが 緊急 の課題 と
なっている。
4)女 性 の社会参加 の進展
これか らの社 会では,女 性が結婚,出 産,育 児,教 育,家 事}介 護な ど様 々
なライフステー ジr_の課題 を乗 り越 えて社 会進 出を果た してい くtで ,そ れが
可能な環境の整備が求め られている。サー ビス経 済化の進展 の もとで,環 境,
情報,福 祉,生 活,フ ァッシ ョンな どの新規産業 の創出 には,新 しい感性 を持
つ女性 の活躍が必要 とされてい る。
労働力率 を年齢 区分別 にみ ると,男 性 の場合 は35歳 か ら39歳の約98%を
頂点 と して台形 の曲線 を描 いてお り,他 の先進工業 国 と比較 してほ とん ど違 い
がみ られ ない。 ところが,女 性 の場 合 は20歳 か ら24歳 の74.]%,45歳か ら
49歳の71.3%をそ れぞ れ頂 点 と して,30歳か ら34歳 の53.7%を底 とす る
M字 曲線 を描 いてい る。
・方,総 務庁 「就業構造基本 調査」(1997年)によれ ば,雇 用 者の うち介護
のために離 職 した者 は約9万 人で,そ の うち女性 が90%を 占めてい る。 わが
国女性 のM字 型労働 力率 曲線 に象徴 され ている ようにs育 児や 介護等 によ り
長期休暇の取得や退職 を余儀 な くされて きた女性労働 力が,勤 務 を続 けてい く
ための支援 策 として,保 育園の整備 な どとともに,在 宅勤務制度,テ レワ0ク
セ ンタ.__.の整備 などの就業環境 の整備 も求め られてい る。
5)環 境保 全意識の高 まり
20世紀 は生産技 術が飛躍的 に発展 したが,自 然 環境 が備 え る浄化能 力,再
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生能力 を省みることなく経済活動を優先 して きたために,深 刻な地球環境問題
が発生 している。地球温暖化,オ ゾン層破壊,酸 性雨,砂 漠化,熱 帯雨林の減
少,海 洋汚染などの地球環境問題には,国 際的な協力のもとに環境政策を農開
してい く必要性が生 じている。 ・方,情 報通信技術を活用したテレワークの導
入によって,人 及びモノの移動が削減され}エ ネルギー消費の効率化 ・最適化
や,一 極集中の緩和等により,環境負荷の削減が期待 されている。
6)防 災と危機管理
わが国は,欧 米諸国と比較 した時,細 長い列 島に急峻な山地が国土の61%
を占め,地 盤の弱い狭い平野に都市と人日が集中 した地形や,台 風,集 中豪
雨,豪 雪,地 震など災害の多い自然条件等により,災害に対する脆弱性 と多重
的ネットワーク形成の困難性が指摘 されている。国上の安全性 について,自 然
との関わ り方,強 靱性 を高める考え方やそのコス トについて改めて検討する必
要がある。
米国では,1994年1月に発生 したノースリッジ地震i後,緊急時の政府機関
の機能維持の観点か らテレワークセ ンターが建設 されたが,わ が国においても
阪神大震災の教訓を踏まえて,災 害時に企業や行政機関が危機管理をどうする
のか という問題への対策を緊急に行 う必要がある。 首都圏の1都3県 には約
3300万人が居住 してお り,わ が国を代表する産業 ・経済活動 の中心である








業の育成,ベ ンチ ャービジネスの育成などが焦点になっているが,そ の達成手
段の…つ として時間,空 間を超えるテレワークが注 目されている。
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また,東 京…極集中傾向はある程度鈍化 して きたが,地 方中枢都 市への人口
集中傾向には余 り変化がない。これは,地 方に希望に合った職場がないことが
若年人口の流出を強めている つ の要因である。テレワークの活用によって,
地方においても大都 市と変わらない知的労働が行える環境をつ くることがで き
れば,若 者の地方定住化に寄与することができる。
(3)日本 におけるテ レワークの動向
① わが国のテ レワーク人 ロ
2000年5月に発 表 された(社)日 本 テ レワー ク協 会 に よる 「[1本の テ レ
ワー ク実態調査研 究 報告書」 によれば,1999年に週1回 以 上 テ レワー クを実
施 したホ ワ イ トカ ラー 正社 員の数 は,日 本 の ホ ワ イ トカラー 正社 員 の5%強
で,約68万 人 と推計 され,2005年にはそれが445万人に増加す る と予測 して
い る。 …方,在 宅勤務制度の導入企業数 は,全 体 の3.0%で あ りrサ テライ ト
オフィス勤務制度で はさらに少 な く,2.2%に過 ぎない。
テ レワー クを実施 している勤労 者が挙げてい る実施上の効 果 と しては,第1
位が 「生産性 向上」(62.1%),第2位が 「通 勤疲労 の解消」(31.4%)となっ
ている。 テ レワー クを行っている時の業務 としては,文 書 ・資料の作成や各種
の調査,デ ー タ入力 な どが 主であ る。
勤 労者 の テ レワー ク実 施意 向 は,平 均 して63.2%とな って お り,特 に企
画 ・調査,研 究 開発 技術,ソ フ ト開発 な どの職種 で は80%以 ヒで あ る。 ま
た,年 齢別 に見 ると,40歳未満 の年齢層で は70%以r _が積極 的であ る。産業
別では,サ ー ビス業や製造業が導入に前向 きの姿勢 をみせ ている。 しか し,企
業 のテ レワー ク制度の導 入意 向は低 く,具 体 的 に導 入 をF定 してい る企業 は
1%に も満 たないのが現状 であ る。
② 民間部門 における動向
1)志 木 サテライ トオフ ィス
埼玉県志 木市 につ くられた志 木サ テ ライ トオ フ ィス は,1988年5月に開設
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され た 日本 で初めての複数企業 の共 同利用 に よる実験が行われた本格的 なテ レ
ワー クセ ンター(サ テ ライ トオ フ ィス)で あ る。 この施 設は,富 七ゼ ロ ック
ス,内 田洋 行,住 友信 託 銀 行,鹿 島建 設,リ ク ル ー ト,住 信 基礎 研 究 所,
NTTの7者 による共 同実験 の場 として開設 された。実験 開始後,勤 労者の職
住近接の実現 異業種交流 に よる相 互啓 発,本 社 とサテ ライ トオフ ィス問の情
報通信 システムのあ り方,地 域 コ ミュニテ ィとの交流 な どの検討が行われた。
その後,1991年1月か ら2年 間 は企業 を対象 と した共 同利用型 賃貸 サテ ラ
イ トオフ ィス として事業化 されたが,バ ブル崩壊 後,企 業のサテ ライ トオフィ
スへ の関心が低下 した ことな どが原因で採 算ベースに達す る まで に至 らなかっ
た。!993年には,(株)志 木サ テライ トオフ ィス ・ビジネスセ ンターが設立 さ
れ,現 在,調 査研究,イ ンキ ュベ ー ト,カ ルチ ャーセ ンター などの業務 を行 っ
ている。 これ らの業務を行 うため に,地 元の主婦 な ど約500人が人材登録 して
い る。
2)武 蔵野 コ ミュニテ ィオフ ィス
武 蔵野 コ ミュニ テ ィオ フ ィス は,1989年9月,東 京 都武 蔵 野 市 に富 上ゼ
ロックス,三 井不動産,日 本設計 の3社 によって コ ミュニテ ィオフィスに関す
る共同実験の場 と して設 立 され た。共同実験 では,参 加企業が 人間 ・組織系,
情報系,環 境系の3つ のテーマについて実証実験 を行 うとともに,参 加企業 を
中心 に,◇ コ ミュニテ ィオ フ ィスにお ける新 しい オフ ィス環境 の検 討,◇ コ
ミュニテ ィオフィスの事業化検討,◇ 遠隔地勤務での新 しいコ ミュニケー シ ョ
ンシステムのあ り方,な どの事項 につ いての研究 を進めた。実験終 ∫後 は,富
士ゼ ロ ックスの職住近接 ・部門機能分散サ テライ トオフ ィスとして活 用 されて
いる。
実験の成果 としては,テ レワー クセ ンター勤務 によって生 じた変化 として・
「通勤 時間の短縮」,「仕事の能率 向1」,「業務内容 ・管理 の変化」 な どが指摘
されている。 当初期待 されていた異業種 との交流はほ とん ど行 われ なかった。
3)KSP創 造型サテライ トオフィス
KSP創造型サテ ライ トオフ ィスは,神 奈 川県川崎市 にある 「か ながわサ イ
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エ ンスパ ー ク」(KSP)の一・角に設け られた実験 的 なサテ ライ トオ フ ィスであ
る。NTTデ ー タ通 信,富 士 ゼ ロ ッ クス,飛 島 建 設 な どの 参 加 企 業 を中 心
に,1991年か ら1993年までの2年 間に,共 同利用型 サテ ライ トオフ ィス とし
て実験 が行 われた。 このKSP創 造型 サテ ライ トオフ ィスは}実 験終r後 も運
営 され,1994年3月か らは労働 省の外郭 団体 であ る 日本 身体 障害 者雇用促 進
協会のr障 害者雇用促進のためのサテライ トオフィスに関す る研 究」事業の実
験が行 われた、,具体的には,障 害者 を多 く雇用す る(株)日 本 アビリテ ィー ズ
社が川崎周辺地 区に居住 し都心へ の通勤が困難 な 下肢 障害者 を新 規に雇用 し,
職住近接 かつ機能分散型 オフ ィス として利用 したが,実 験 終J後fオ フ ィスは
閉鎖 された。
③ 公的部門のテ レワーク推進政策
政府及び各省庁 にお いては,将 来の施策の実施に向 けて,様 々な調査研究や
プロジェク ト,シ ンポジウム等を通 してテ レワー クの普及促進 に努 めている。
例 えば}経 済審議 会 ・首都 圏機能 移転委 員会 は,将 来の長期(2020年一2050
年)の 見通 しと して,自 宅やサテ ライ トオフ ィスで働 くテ レワー カー人口が 一
般 化 す る と発 表 した。 また,国 土審議 会 の 「21世紀 国f二の グ ラ ン ドデ ザ イ
ン」(1995年12月)の申で,「高度情報通信社会 イ ンフラを活用 して豊か な生
活 を確 保 してい くためfテ レワー クセ ンター等公的アプ リケー シ ョンの開発 ・
普及等 を促進す る」 としてい る。 これ ら以外 に,男 女共同参画審議会や人口問
題審議会の報告書で もテ レワー クが取 り上 げ られている。
各 省庁 の動 向 を見 る と,通 産省,郵 政 省,労 働省,建 設 省,国 土庁 で テ レ
ワー ク普及 ・促 進のための施 策が打 ち出 されている。それ らの うち,郵 政省 と
労働 省が組織 したテ レワー ク推進会議(座 長 ・井 原哲夫慶応 大学教授)で は,
情報通信技術 を使 ったサテ ライ トオフィス勤務や在宅勤務 といった 「テ レワー
ク」の推進方策 を検討 して きたが,1996年11月に最終 報告書 をま とめ た。そ
の報告書の 中で,テ レワー クの新 た な可能性 につ いて,「テ レワー クは距離 と
時間の制約 を克服 し,情 報通信 の活用 に よ り,迅 速 な意思 決定,高 度の専 門
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性 ・創 造性 の発揮,自 律 的 ・主体 的 な仕事 への移 行,ゆ と りの あ る生 活,育
児 ・介護等 との両立,障 害者 ・高齢者の能力発揮 などの課題の達成 を図るため
の具体的 手法あるいは契機になると考え られる」 としている。 テ レワー ク推進
会議の最終報 告書 で提起 された国家公務 員を対象 に した 「高度情報通信 を活用
した新た な勤務形態(テ レワー ク)の 試行 実施」 は,1997年11月よ り郵政省
職 員を対象 として横浜市,立 川市 な どのテ レワー クセ ンターで始め られた。
また,郵 政省では,テ レワー ク促進税制 とテ レワー クセ ンター施設整備事業
を行 って いる。テ レワー ク促 進税 制は,「地域 の雇用機会の拡 大,少 子 ・高齢
化社 会に対応 した仕事 と育児 ・介護 の両-.1!.,障害者 ・高齢者 ・女性 等の就業機
会の拡大,通 勤負担の軽減,…CO,排 出削減 による地球環境 問題に も資す るj
ことを 目的に,固 定資産税の軽減措 置 をを打 ち出 した ものであ る。 方,テ レ
ワー クセ ンター施設整備 事業 は,テ レワ.__.クセ ンターを市町村等が整備する場
合に,施 設 ・整備 費s用 地取得 費 ・道路 費を対象に,国 庫補助金 による支援 を
行 うものである。
④ 国際的な動向
米 国で は,1980年代半 ばか らテ レワー ク(テ レーコ ミュ ー テ ィ ング)が 通 勤
時 の 交通混雑の緩和,大 気汚染の防止,都 市計画,都 市 の成長管理 な どのため
に重要 な政策手段 と認め られて,民 間部門の努力 だけで な く,カ リフォルニア
州政府や連邦政府 な どの公的部 門において も様 々な政策づ くりや導入実験が積
み重ね られて きた。 クリン トン政権 では21世 紀 の新 た な社 会資本整備計 画 と
しての情報スーパーハ イウェイ構想の もとで,連 邦政府の職員を対象 とした大
規模 なテ レワー クの本格的 な導入事業が進 め られた。 一方,ヨ ー ロ ッパでは,
テ レワー クを雇用問題 と結 びつけて,社 会政策的 な対応が進め られている。
わが国で も,阪 神大震 災を教訓 としてテ レワーク推進会議 によって今後の方
向性 が示 された り,公 的なテ レワー クセ ンターの整備 ・推進 に関す る調査研究
や通勤困難者のための コ ミュニテ ィオフ ィスに関す る調査研 究が進め られるな
ど,テ レワークへ の公的支援 のための体制が形づ くられて きてい る。 しか し,
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その歩みはまだ遅 く,今後,米 国におけるテレワーク普及のための公的部門の





米国 にお けるテ レワー クは,1980年代 の半ばか ら民 間企 業 にお け る取 り組
み と して始 まった。最初にテ レワ._._クの実験 を始めたのは,西 海岸 の電話会社
パ シフ ィックベ ルや コンピュー タメーカーである,こ れ らの企業はホワイ トカ
ラー労働者の生産性 向上の観点か ら自発 的にテ レワー クに取 り組み始めたので
あるが,こ の動 きに ヒン トを得 たカ リフォルニア州政府 と南 カリフ ォルニア政
府協会(ロ サ ンゼル ス大都市 圏の市長会)が,テ レワー クの導入が交通混雑の
緩和や大気汚染 の除去 につ なが るので はないか とい う議論 をす る よ うにな っ
た。 これが公的部門におけるテ レワー クへの取 り組みの始 ま りであ る。 この よ
うにテ レワー クの取 り組み は民 間 と公 的部門が 別 々に始め たが,1980年代 末
になる と官民のパー トナー シップの考 え方が 出て きた。 その頃か らワシン トン
州 やハ ワイ州 等で もテ レワ.._.クの実験 が行われるようになった。
実験が 大規模 になれば財源の投 入が必要になる。 カリフ ォルニア州 は連邦運
輸 省に働 きかけ,1990年代初め には連邦運輸省が テ レワー クに関心 を持 ち始
めた。 当時 の連邦運輸省 にはテ レワー クについての ノウハ ウも人材 もな く,カ
リフ ォルニア州の経験 をモデルに しなが ら連邦 レベ ルの実験 を初めた。一 方,
その動 きとは別に1980年代後半 に連邦政府職 員 を対象 に,在 宅勤 務 を活用す
ることでホワイ トカラーの生産性 を向上 させ る ことを 目的 とす る実験 プロジェ
ク トが始 まっていた。 これ らは1990年代 に入って政策 と して合体 し,連 邦 に
おけるテ レコ ミューテ ィングを推進す る動 き,イ ンター ・エー ジェンシー ・テ
レコ ミューテ ィング ・イニ シアテ ィブへ と変化 して きた(USGeneralService
Administration,1998年3月)。
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② 連邦政府の テ レワーク推進政策
1990年前後か ら,当 時の ブ ッシュ大統 領の もとで,テ レコ ミューテ ィング
の導入 によって小 さな政府の実現がで きるので はないか とい うこ とで政策的 な
検 討が始め られた。1992年の大統領選 挙において ゴア現 副大統領 は情報 スー
パ ーハ イ ウェ イ構 想 を打 ち出 した。1993年1月に誕 生 した ク リ ン トン政 権
も,ブ ッシュ政権が 目指 した行政改革路線 を否定 してい るわけではなか った。
クリン トン政権 は行政改革の方向を生か しなが ら情報 スーパ ーハ イウェイ構想
を進 め るた めの検 討 を始 め た。1994年に連 邦 商務 省か ら出 され た情 報 スー
パーハイウェイに関する報告書では,テ レワー クは情報 スーパーハ イウェイ構
想 を進める上での大 きな手段 になる と位 置づ け られてい る(USDepartment
ofCommerce,1994年9月)。
同報 告書 は1980年代 か ら1990年代 に米国国内や ヨー ロッパ,日 本で起 こっ
た変化 を分析 し,そ れ らを踏 まえたLで 米 国の経 済社会 にどの ような潜在的な
利益が あるか を示 し,郊 外 に拡散 し続 ける米国の都 市の成長や構造 に影響 を与
え,都 市 中心部の役割変化 を もた らす もの としてテ レワークを位置づけた。米
国では都市の中心部 に貧困層が取 り残 され,そ れゆえに都 市中心 部は犯罪が多
発 し麻薬に汚染 される地域 に変 わってい くとい う問題 を抱 えてい る。注 目すべ
きは,郊 外 に拡散 したホワイ トカラー に代 わってi都 市の中心部 に住 む低所得
層に対 して雇用 を提供 し,都 市中心部 を再活性 化す るため にテ レワー クが役 に
立つ可能性 がある とい う提起である。
1995年か ら1996年に連邦政府 の職 員を対象 に した大規模 なテ レワー クの導
入実験が 開始 された。その大 きな きっか けに なったのが}1994年1月に起 き
た ロサ ンゼルス郊外 の ノース リッジ地震 であ った。 ロサ ンゼ ルスの ウェス ト
ウッ ドには連邦政府の 合同庁 舎が多 くあ り,ノ ース リッジか ら大勢の 人が ウェ
ス トウ ッ ドに通勤 しているが,高 速道路が復旧する まで には3か 月か ら半年以
Lかか った。 この とき連邦政府は地震発生後2週 間で ノース リッジに3ヶ 所 の
テ レワークセ ンター を作 った。連邦政府は業務の再 開が 番 大一事な危機管理 だ
とい う観点か ら,テ レワー クセ ンター設置のため にブ ランクチェ ック(金 額の
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入 っていない小 切手)を 出先機 関に渡 し,ま た導入する什器備 品の請求書 は連
邦政府の調達庁 に回せば良い ように した。やがて高速道路 が復 旧す るに伴 って
3ヶ所の うち2ヶ 所 は閉鎖 になったが,残 りの1ヶ 所 は稼働中で,連 邦政府の
推 進 す る テ レワー クセ ン ター のモ デ ルに な って い る(佐 藤 孝 治,1996年2
月)。
ク リン トン政権はテ レワークを推進 す る理由 として,第 玉に行政改 革,第2
に市民 サー ビスの向 一ヒ,第3に職 員の勤労 意欲の向上(身 体障害者や シングル
マザーの雇用)を 挙 げ,そ して第4に 省エ ネルギー,第5に 大気汚染の除去,
地球温 暖化への対応,第6に 交通渋滞の緩和 を挙げた。 クリン トン政権 に とっ
てテ レワー クは何 よ りも行政改 革の大 きな柱 と考え らた。
1994年の ノー ス リッジ地震の後,連 邦総務 庁の テ レワー ク事業 が本格 的 に
行われ るようになった。連邦総務庁 は ノー ス リッジの災害対応型テ レワークセ
ンター とい う初めての経験の後,1996年か らワ シン トン周辺(主 に メ リ._._ラ
ン ド州,バ ー ジニア州)に 連邦職員向けのテ レワー クセ ンター を作 って きた。
1999年5月現 在 で メリー ラ ン ド州9ヶ 所,バ ー ジニ ア州7ヶ 所,ウ ェ ス ト
バー ジニア州1ヶ 所 ,合 計17ヶ 所 のテ レワー クセ ンターが本稼働 してい る。
これ らのテ レワー クセ ンターは連邦政府職員のために作 られた公 的施設である
が,1997年9月 の法改正以 降,地 方政府職 員や民 間企業 の社 員 も使 える よ う
になった。連邦 テ レワークセ ンター における使用料金 は,別 表の通 りである。
1998年度の会計年度末(1999年9月30日)ま でに,ワ シン トンに勤務す る
連邦職 員の うち6万 人 を在宅勤務 を含 めたテ レワー クに参加 させ る計画であ っ
たが,進 捗状況 は余 り良 くない よ うであ る。 しか し,1998年8月に ヒヤ リン
グを行 った時で,す でに ワシ ン トンで3000～50(10人,全米の連邦職員で は在
宅勤務 を含 めて9000～1万人がテ レワー クで勤務 していた。 これ によって ワシ
ン トンだけで も年間1億5000万 ドルの コス ト削減が実現で きる と見込 まれて
いる。 さらに2002年には全米の連邦職員16万 人がテ レワー クで勤務 で きるよ
うに,全 米30の 大都市 にテ レワー クセ ンター を設 置す る とい う計 画 の もと
に,現 在 は シカゴ,ア トラ ンタ,シ ア トル,オ クラホマ シテ ィ,ロ サ ンゼ ル
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連邦テレワークセンターの使用料金




















ス,サ ンフラ ンシスコ等で も計画が進 め られている。米連邦政府は引 き続 きテ
レワー ク推進 に関 して公的財源 を投 入す る とともに,民 間におけ る税制優遇措
置 も導入 してい く見込みである。
連邦総務庁の中でのテ レワー ク事業の優先順位 は高いが,ク リン トン大統領
は奨励 していて も,大 統領の行政命令で実施 させ ていた わけで はない。優 先順
位 を考 えると,政 府 の ダウ ンサ イジングの概念に もうまく適合 している と考 え
られてい る。 一方,ク リン トン政 権の福祉 制 度改革 の中で,テ レワー クセ ン
ターは低所得女性 な どの雇用拡大,生 活保護 か らの脱却 な どの点 で,大 きな役
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割を担 うことが期待 されていた。テ レワー クには多 くの人たちが関心 を示 して
いるが,連 邦政府で も管理職の心理的 な抵抗が 問題であ る。 テ レワー クに適格
でない一般職員 も相 当いるが,管 理職の変化 に対す る抵抗が最 も大 きな問題で
ある。 なお,テ レワークセ ンターの設置に当たってはs既 存の建物 を有効活用
す ることが 前提 になってい る。
連邦 議会で はホ イヤ 一ー・ウル フ ・マ コ フ ス キ ー 法 案 で ,1997会計 年度 に 予
算 と して1100万ドル を計上 した。現在,再 び新 規立法 に よって,予 算計 ヒが
な されて,計 画の実現 に向けて動 いている。 これ らの財源 は,テ レワー クセ ン
ター立 ち上げの シー ドマ ネー として使 われてい る。 事業運営Lの 独 立採算 とい
うことが大 きな問題であ り,テ レワー クセ ンタ.__.で独 立採算が本 当に 可能か ど
うかは論議 されてい るが,ま だ実証 されていない問題である。 この点 について
は,テ レワー クセ ンターの独立採算 を問題 とす る よ りも,21世紀 の 産業経 済
に とって必 要な産業基盤 として捉 えて,公 共財の整備 を どの ように行 うのか と
考 える方が合理性が あ る ようで ある。 しか し,経 営 側 の心 理 と して は二 重に
オーバ ーヘ ッ ドを支払いた くないの も本音であ る。
③ 連邦総務庁の政策 と役割
連邦 政府 のテ レワーク推進事業 は総務庁が 中心 となって進め られてい るが,
その事 業は在宅勤務 とテ レワー クセ ンターの2つ に よって構成 されている。既
に述べ たよ うに,3年 間で連邦政府 のテ レワー カー を6万 人に まで拡 大 させ る
計 画案で は,在 宅勤務 とテ レワー クの割合 を10対1と 見込んでい る。連邦 政
府 のテ レワー ク推進事業 の主 たる目的 は,ワ シン トンの連邦政府機 関の オフ ィ
ススペース(本 省)の 削減 と行政改革である(USGeneralServiceAdmini-
stration,1998年10月)。
連邦 総務 庁が1998年に実施 した調査で は,全 米で9千 人か ら1万 人の連邦
職 員が テ レワー クに参加 していることになっていたが,実 数 は もっと多いこ と
が 明 らかに なってい る。各省庁 はテ レワー クの実数 を余 り認 め ない傾 向にあ
る。 ワ シン トンの周辺地域 では連邦政府 職員約3000‐500a人が テ レワー クに
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参加 している。省庁 別にみ ると,総 務庁,労 働 省,国 防省,運 輸省,厚 生省の
職 員に参加者が 多い。司法省はテ レワ.._...クへ参加す る前 に リスク ・アナ リシス
を行 った ヒで,デ ー タセキュ リテ ィを厳格 に実施 しなが ら参加 してい る。
テ レワークセ ンターの利用方法 として,テ レワー クのためだけに利用するの
でな く,公 的部門の様 々なサ ービス提供(国 税庁 の税金相談や職業訓練 など)
も検討 されてい る。連邦 テレワークセ ンターは複合 目的のテ レワー クセ ンター
で,通 常の業務時 間帯以外 に もオ._._プンす るこ とを検討 中であ る。最終 的 に
は,ワ シン トンの周辺地域だけで20か ら30のテ レワー クセ ンターを設置す る
ことを計画 している。 どこに住んでいて も,居 住地近 くのテ レワークセ ンター
を使 えるようにす るこ とが検討 されているが,当 然,そ のために必要 な予算措
置 はかな りの金額 になると見 られ る。
連邦政府職 員の中の テ レワーカーは,平 均的 な職 員よ り少 し ヒの年齢層であ
るが,職 種 的には色 々な タイプの職員がテ レワー クに参加 してい る。当初は コ
ンピュー タを主に使 うタイプの職 員が多いので はないか と予想 されていたが,
現実 には科学 者,人 事担 当者,税 務担 当者 な ど様々な職務 の人が参加 してい る。
連邦政府の中で テ レワー ク実験 を推進す るために,総 務庁が中心 となって,
「テ レワー ク推進のための手引 き」(GuidanceforAlternativeWorkp旦aceAr-
rangements)が作成 された。 同手引 きで は,1)テ レワー クの理 由,2)連 邦
機 関におけるテ レワー クの基本 的な制約,3)テ レワー クを成功 させ るための
条件,4)人 事政策 ・手続 き,に ついて解説 されてい る。 「テ レワー クを成功 さ
せ るための条件」の 中で は,マ ニ ュアル と明確 な手続 きの必要性,適 切 な職
務 ・不適切 な職務,職 員の適性,時 間管理(ス ケジュール調整)な どについて
詳細 な内容が説明 され ている。 一方,「人事政策 ・手続 き」 では,本 務 地,拘
束時間,有 給 休暇,超 過勤務,勤 務時 間の証明 と管理,成 果評価 の基準,職 務
環境の点検,公 務災害 な どについての指針が明 らか にされている。 これ らの指
針の内容 は,わ が国にお ける公務員へ のテ レワー ク導入 を進 めるためだけでな
く,民 間企業 におけ るテ レワー クの実施 にあたって も,人 事管理の上で大い に
参考 になるので はないか と思われる。
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資料=連 邦政府におけるテレワーク推進のための手引き 【抜粋1
◇テレワークの理由
各政府機関は,様 々な理由のために,テ レワーク導入策を提供 している。テ
レワーク導入のための理由にはf以 下のようなものがある。















直属の上司いずれかの選択によるが,各 機関が定めた通知方法 と手続 きに
従う必要がある。
▼テ レワ.___クは,テ レワークを実施 している職員や職場 の他の職員のパ
フォーマ ンスに不利に影響するようなことがあってはならない。
▼直属の上司は,勤 務状況を適切に証明 しなければならない。
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世話 をす ることはで きない。職員 は,勤 務時間内には職務以外の ことを し
てはな らない。
▼連邦政府 は,政 府の保有す るコ ンピュー タや情報通信機器 を職 員の 自宅や
テ レワー クセ ンターな どに設 置す る ことがで きるが,そ れ らの所 有権 や
ハー ドウェア,ソ フ トウエア,デ ー タな どの管理権 は連邦政府 の ものであ
る。それ らの設備 は,連 邦政府の業務 目的以外 に使用 してはな らない し,
設備の維持補修 は各機関の責任であ る。
▼ 各機 関は,テ レワー クを行 う職 員に連邦政府の高速 ネ ッ トワークへ のアク
セ ス権 を認めるこ とがで きる。
◇テ レワークを成功 させ るための条件
民 間部門や州政府 な どの経験 と同様 に,連 邦政府のテ レワーク事業 は,テ レ
ワーク推 進 を成功 させ ることに寄 与で きる様 々な情報 を生み出 している。
▼政策 と手続 き
文 書化 された政策 と手続 きは,し ば しばテ レワー ク事業 に対す る理解 を容
易にす る。政 策で は,継 続的な取 り組み と同様 に短期的 なテ レワー クもその
対象 とすべ きで ある。事業 コーデ ィネー ターは,事 業の展 開を容易 にす る。
テ レワークに参加す る職員 と直属の上司 を対象 に したガイダンスは,事 業の
必要条件 に関す る共通の理解 を保 証す る。
▼職務 の性質
職員 と直属の上 司の特性 と同様 に,職 務の性質がテ レワークに適合 した も
ので なければな らない。テ レワー クに適 した職務 は,職 務の肩書 きや職務ス
ケジュールでな く,職 務の中身による。例 えば,テ レワー クは,① デー タ分
析,補 助 金審査,報 告書や政策作成の ような思考 と執筆が必要 な職務,② 会
議設定や調査 に必要な情報の人手の ような集中的な電話の利用,③ プログラ
ミング,デ ー タ入力,文 書作成 の ような コンピュー タ関連の業務,に 適 して
いる。
▼不適切 な職務
直属 の上司,他 の職員,市 民 とのフェイス ・ツウ ・フェイスの接触が頻繁
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に必要 な職務,政 府機関か ら持 ち出す こ とがで きない資料への アクセスが頻
繁 に必要 な職務,必 要 とす る特 別施設や設備 を勤務場所以外 で提供で きない
ような職務,テ レワー クを実施す る場所 での デー タ ・セキュ リテ ィのために
コス トがかか りす ぎるよ うな職務,な どはテLワ ークには不 向 きである。
▼ 職員の適性
職 員の適性 は,特 に重要 な こ とであ る。職 員 は,組 織的 で,良 く訓練 さ
れ,最 低 限の監督で職務の遂行が 自らで きる ような誠実 な人物で なければな
らない。 当該職員のパ フォーマ ンスは,少 な くとも完全に成功す るような も
ので なければいけない。 しか し,一 定の状 況では,直 属 の上司は,職 員のパ
フォーマ ンスを向上 させ るの を助 けるひとつの 方法 と してテ レワー クを提供
することがで きる。 テ レワー クは,職 場 で組織 につ いて学ばなければな らな
い新 規採用の職員,現 場 訓練(OJT)の 必要 な職員,密 接 な監督の必要 な職
員,孤 独 に耐え られ ない ような職員には不適切 であ る。 直属の 上司の性格 も
また極めて重要 な要因である。上司 は,新 しい取 り組 みを試みる積極性 を持
ち,そ の成功のために必要 なステ ップを取 らなければな らない。最 も重要 な
ことは,卜 司 は結 果によって評価す ることに満足で きるようにならなければ
な らない。
▼ テ レワー クの時間配分
テ レワ..__クを行 う職員のほ とん どは,コ ミュニケー シ ョンの向上,孤 独感
の軽減,外 部で利用 で きない施設の使用 な どのために,本 来の勤務場所で週
何 日か仕事 をする。 しか し,各 機関は,個 々の職 員 と状況の最適なバ ラ ンス
のために判断 を しなければな らない。
◇人事政策 ・手続 き
連邦政府 におけ るテ レワー クには,以 下の事柄が適用 され る。
▼公式 の勤務場所
テ レワー クを行 う職員の公式の勤務場所 は,一般 的に政府機関内の本来の
勤務場所 であ り続ける。地域 手当,特 別給,出 張旅費,移 転費用 の権利は,
公式の勤務場所 に基づ いてい る。
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▼勤務時間
勤務時間に関する現行の規則は,テ レワークを実施する職員にも適用され
る。管理側は,当 該職務グループの条件や組合 との団体交渉の規定か ら逸脱
しないように職務 スケジュールを決定する。各機 関は,テ レワークを実施す























ければならない。 般 的に,監 督者はテレワークを行 う職員と本務地で同様













④ 連邦テ レワークセ ンターの現状
既 に述べ た よ うに,ワ シ ン トン周辺 には,17の テ レワー クセ ン ターが 存在
してい るが,こ こで は メ リー ラ ン ド州 の 「ウ ォル ドル フ ・テ レビジネスセ ン
ター」 とバー ジニア州の 「マナサス ・テ レコ ミューテ ィングセ ンター」 を検討
しよう。
1)ウ ォル ドル フ ・テ レビジネスセンター
ウォル ドルフ ・テ レビジネスセ ンターは,メ リーラ ン ド州 南部 にあ るチ ャー
ルズ郡の ウ ォル ドルフ ・シ ョッピングセ ンターの中に作 られている。 ウォル ド
ル フ ・テ レビジネスセ ン ター(テ レワー クセ ンタ・一 が立地 してい るメリーラ
ン ド州 チ ャール ズ郡 はワ シン トンか ら約56km離 れた地域 にあ る。 ウ ォル ド
ルフか らワシン トン中心部 までは車で約1時 間半かかるため,ラ ッシュアワー
の慢性的 な交通渋滞 への対 策が 求め られて いた。 ウ ォル ドル フ以外 に も,約
85km離れたプ リンス フェデ リ ック,セ ン トメリー ズとい う地域 にもテ レワー
クセ ンターがある。 プ リンスフェデ リックとセ ン トメリ..__ズのテ レワー クセ ン
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ター は1997年初 めにオー プ ンした。現在,3つ の テ レワー クセ ンター には合
計で66名 が勤務す ることがで きるだけの ブース(ワ ー クステー シ ョン)が あ
る。ほ とん どのテ レワ._...カーは週1日 か ら3日 程度の頻度で利用 している・
首都 ワシン トンには3つ の大 きな特徴 がある。第1は,ワ シン トンで働 いて
いる人の平均通勤時間は全米で最 も長 い とい うことである。 ロサ ンゼルスよ り
も長い通勤時間 となっている原因は,ニ ュー ヨー クや ロサ ンゼ ルスの ような大
都市 と違 って,ワ シン トンで働いてい る人々の うち特別区に居住 している人 は
極めて少な く,郊 外 か ら通勤 して来 る人が ほ とん どだか らである。第2に,ワ
シン トンのオフ ィス賃貸料 は全米で最 も高い ことであ る。第3に,ワ シ ン トン
の外 周地域 はベ ッ ドタウ ン化 して い るこ とであ る。例 えば,メ リー ラ ン ド州
チ ャールス郡 では居住者 の60%以 ヒは ワシ ン トンに通勤 している。 これ らの
要 因に よって,ワ シン トン中心 部の オ フィスに通 勤す る よ りも職住 近接 の オ
フィスでの勤務や在宅勤務 をする ことは意味のある選択 と考 えられてい る。
ウォル ドルフ ・テ レビジ ネスセ ンターで は,パ ーテ ィシ ョンで仕切 られ た
ブースを各省庁の職員が使 ってい る。 ただ し司法 省の ブースはデー タ ・セ キュ
リテ ィが非常 に厳格 になってお り,パ ソコンのハー ドデ ィスクは取 り外 し可能
で,回 線 も別途専用回線 を引いてい る。1997年に,そ れ までの14ブ ー スか ら
13ブース を増設 して,約200名 の連 邦 政 府 職 員が 勤 務 して い る。 テ レワー
カーの構 成 は,女 性 が66%を 占め,セ ンターのマ ネー ジャー も女性 であ る。
年齢層 は35歳 か ら44歳が46%,ポ ジシ ョンとして はス タ ッフが80%,管 理
職 が15%で,高 所 得 の職 員が 多 い。通 勤 時 間 は80%以 上 が20分 以下 で あ
る。使用料 はブー スごとに週270ドルで所属 の官庁 が支払 っているが,市 場価
格の3分 の1で ある。
テ レワーカーが挙 げてい るテ レワークの理由 としては,ス トレスの減少,他
人に邪魔 され ない,仕 事上のプライバ シー とい う3点 が大 きい。 またテ レワー
カーの高 い評価 を得 てい るのは,勤 労意欲 の向上(93%),家族 と過 ごす時間
の増加(90%),生 産性 の向h(88%),仕 事の品質の向上(85%)で ある。管
理職か らは,フ レキシビリテ ィを与える(91%),離職者の減少(88%),他 人
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に邪魔 されないな どに高い評価があ り,総 じて好 意的 な評価 を得てい る。
この ようなテ レワー クセ ンター をつ くった背景 には,将 来的 に3つ の タイプ
の働 き方が可能 になる とい うことが前提 になってい る。 これ まで と同様 にワシ
ン トン中心部の オ フ ィスでの勤務,テ レワー クセ ンターでの勤務 ,在 宅 テ レ
ワー クとい う3つ の働 き方を前提 に している。 テ レワー クセ ンターでの勤務 を
通 じて,正 規の オフ ィスを離れて仕事 をするのが どうい うことか とい うことを
学 びつつある。 ウ ォル ドルフにおけるテ レワークに よって気がついた こ との1
つ はテ レワー カー と管理職 の問の際立 った違いである。 テ レワー クセ ンター を
使 用す るこ とが うまく行 く場合 とい うのは,管 理職 とテ レワー カーの問で,時
間でな く目標 の達成 によって仕 事が評価 されている場 合である。
同セ ンター設立の背景 には,数 年 前に地元選 出の連邦下 院議員が メリーラ ン
ド州南部地域か らワシン トンへ の通勤者が急激 に増 大 したことを認識 した こと
がある。 この地域 か らワ シン トンには2つ の主要道路 しか ないため に交通混雑
が ひ どく,通 勤 時 間が 年 ご とに伸 びて きた。チ ャー ルズ郡 コ ミュニ テ ィ ・カ
レッジの学 長 と議員が対 策を話 し合 って,テ レワークセ ンターを実験 的に導入
すべ きである と判断 した。
しか し,カ リフォルニア州 やその他 の州でのテ レワ0ク の導入実験 には余 り
うま く行かず,テ レワー クセ ンターが開設 されて もす ぐに閉鎖 されて しまった
ものが多 くあ る。その理 由には,長 期 的な 目標 を持 っていないこ と,き ちん と
した市場調査 を行 っていないこと,伝 統的な仕事の仕方 とテ レワー クの問の違
いが良 く理解 されていない こと,な どがあった。 メ リー ラン ド州南部地域 にテ
レワー クセ ンターを導 入す るに 当たって,こ れ らの困難 をいかに解決す るのか
とい うことを考えるのが重要な課題に なった。
地元選出の ド院議員が500万 ドル(約6億 円)の テ レワー クセ ンター導入予
算 を獲得 しyこ の 予算が3つ のテ レワー クセ ンターな どの設立のための財源 と
して使 われるこ とになった。 この予算 は地方政府への補助金で はな く,連 邦事
業 としてのテ レワー ク ・プロジェク トを実施す るための予算であ るが,地 方政
府の側 か らすれば補助 金 と同様の ものである。 自分たちの考 えが実際 に政策 と
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して効果が あるのか どうか を証明す ることが必要になった。
これ らのテ レワー クセ ンターの計 画が順調 に進み始 める と,他 の地域 か ら反
発が 出て きた。その結果,当 初500万 ドルであった予算 は600万 ドル,さ らに
1000万ドルへ と増額 され,3つ のテ レワー クセ ンター以外 の場所 にもテ レーワー
クセ ンターが つ くられ る こ とになった。 テ レワー ク推進のための 予算は事業終
了 までの財源 であ るが,ウ ォル ドルフな どの3つ の テ レワー クセ ンターで は
1998年6月末 まで に独 立採 算体制 に移行 す る ことを求 め られ た。 これ らの3
つのテ レワー クセ ンターの運営 はチ ャールズ郡 コ ミュニテ ィ ・カ レッジによっ
て行 われてい る。
ウ ォル ドルフのセ ンターでは,テ レワー カー全員がペ ンテ ィアム装備 のパ ソ
コンを使 用す ることが で きるようになってお り,高 速専用回線 も装備 されてい
るので,ワ シン トンの官公庁 との電話連絡やデー タベースの利用な どには全 く
障害が発生 していない。LANを 使 うことに よって,ワ シン トンのオ フィスで
仕事 をす る場 合 と同 じように様 々なソフ トやデー タベー スにアクセスす ること
がで きる。 このテ レワー クセ ンターは様 々な職種 の連邦職員が使用す るので,
必要 とす るソフ トも多様であ る。 だか ら,ペ ンテ ィアム装備 のパ ソコ ンが標準
として必要 とされ た。
2)マ ナサス ・テ レコ ミューテ ィングセ ンター
マナサス ・テ レコ ミューテ ィングセ ンターは,連 邦総務庁 とバー ジニア州マ
ナサ ス市 の共 同事業で,ロ ッキー ド・マーチ ン社の研究 開発セ ンターの1階 部
分 の一部 をテ レワー クセ ンター と して使用 している。 この施設では,軍 事技術
関連 の研究開発が行 われているので,セ キュ リテ ィは厳重であ るが,テ レワー
クセ ンターは週7日,24時 間出入 りが 自由であ る。研 究 開発 セ ンター内の 自
動販売機や カフェテ リア な どの付属 施設 を利用す るこ とも可能 であ る。 テ レ
ワー クセ ンターの総面積 は500平方 フ ィー トであ る。パ ソコン,レ ーザ ープ リ
ンタ,カ ラープ リ ンタ,フ ァックスが配置 されて お り,現 在,32の ブースが
あ る。男女 の割合 は4対6で 女性 の 方が多い。テ レワー カ 一ーの 年齢 層 は30歳
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代 か ら50歳代 までが主である。
施設 の使 用料金 の徴収 につ いて は,現 在,政 府機 関の 間の勘 定付 け替 えで
行ってい る。現在の使用料金は名 目的 な もので市場相場の料金ではない。現実
にはZOQドル という市場相場 以 下の使 用料 となっている。 この料金 は長距離電
話 を除 く全 部の経 費 を含んだ ものであ る。年間13万 ドルの補助 金 をオフ ィス
賃料 と して受け取 ってい るが,将 来的 には独 立採算 に移 行 しなけれ ばな らな
い。連邦補助金はパ イロ ッ トマネー と考え られ るものであ る。需要が増大すれ
ば,隣 接 した2000平方 フィー トに増床す ることも検 討 している。LANが 構 築
されているので,ワ シン トンとの通信 には全 く問題が ない。
一方,フ ェイス ・ツウ ・フェイスの コ ミュニケー ションが必要 な場合 には,
テ レビ会議 システムを利 用す るが,そ のコス トは急激 に低下 しているので,よ
り使 いやす くなって きた。 回線 としては128kのものが使 用 されてい る。テ レ
ビ会議 を行いなが ら,両 側 で同 じ文書や表計算 の結果 を見る ことがで きるよう
になってい る。 なお,パ ピー とい う愛称の移動式 のフ ァイルキャビネッ トが各
テ レワーカーに準備 されている。
同セ ンターの勤務 スペ ー スには,個 室(3室),開 放 型 ブr....ス,個人 ブー ス
(パー ソナ ルハ ー バ ー)と い う3つ の タイプが あ り,テ レビ会議 システムを備
えている部屋 もあ る。予約 システムが導入 され ているので,迅 速かつ的確 にス
ペ ースを確保す ることが で きる。予約 システムは予約 がで きるだけで な く,使
用状況の レポー トを自動的 に作成す る機能 も持 っている。予約 システムは電話
システムとネッ トワーク されているので,個 々のテ レワーカーは 自分の電話番
号 を使 うことが で きる し,ボ イス メー ルな ども受 け取 る こ とが で きる ように
なっている。
⑤ 連邦政府のテレワーク推進政策に関する評価
米国では,1980年代半ばからテ レワー ク(テ レコミューテ ィング)が 通勤
時の交通混雑の緩和,大 気汚染の防止f都 市計画,都 市の成長管理などのため
に重要な政策手段 と認められて,民 間部門の努力だけでなく,カ リフォルニア
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州政府や連邦政府 な どの公的部門 において も様 々な政策づ くりや導入実験が積
み重ね られて きた。 ク リン トン政権で は21世 紀の新 たな社会資本整備計 画 と
しての情報 スーパーハ イウェイ構想 の もとで,連 邦政府の職員 を対象 とした大
規模 なテ レワークの本格的 な導 入事 業が進 め られて きた。
連邦政府,州 政府,地 方政府 な どの公的部 門がテ レワークの普及に政策面で
直接 的 に関与す る とともに,公 的資金 を投 入 してつ くられ たテ レワー クセ ン
ターで連邦政府職員 などが参加 したテ レワー クが本稼働 している。テ レワーク
の普及に当たっては,官 民 のパー トナー シ ップによる推進が行われてい るとと
もに,公 的部 門の政策的 なイニ シアテ ィブが主導的な役割 を果た してい るので
ある。
我が国で も,郵 政 省 と労働 省に よるテ レワーク推進 会議に よって今後の方向
性 が示 された り,テ レワークセ ンターの整備 ・推進に関す る調査研究や通勤困
難者の ための コ ミュニ テ ィオ フ ィスに関す る調査研 究が 進め らる な ど,テ レ
ワー クへの公的支援のための体制が形づ くられて きているが,米 国におけるテ
レワー ク普及のための政策形成や公的部門の関与 な どか ら多 くの ことを学ぶ こ
とがで きる。
1)テ レワークの社 会的便益
テ レワー クの導入が成功す るな らば,地 域や様 々な分野に便益 をもた らす こ
とが 考え られる。道路 の収容能力が 限界に達 したか らといって,さ らに道路 を
建設す る とい う対応は経済社会的に問題である。通勤混雑 を軽減す ることがで
きれば,大 気汚染の除去 とい う点で も便益が ある し,勤 労者の生活の質の向fA
に もつなが る。テ レワー クを実践する ことによって,自 動車で長時間の通勤 を
す る必要 がな くな り,少 な くとも2時 問程 度の時 間節約 にな るの で,住 民 に
とって切 実な課題である生涯教育,ス ポーツ,ボ ランテ ィアへの参加,家 族 と
の団 らん などに対応す ることが で きる。
その他の便益 としては,地 域経済の活性化 に結びつ くとい うことが ある。現
在,ウ ォル ドルフに居住 して ワシン トン中心部で勤務 してい る通勤者 は,銀 行
の取引,ク リーニ ング,昼 食,駐 車場の利用,医 者の受診 な どをワシ ン トンで
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行 ってい るが,テ レワー クをす ることによって,そ のほ とん どを地元で行 える
ので,地 域 の経済開発 に役立つ ということが指摘 されていた。
郊外地域 は,当 然 ワシ ン トンよ りもオ フィス賃料 が安価 で,約30%程 度 の
賃料が相場であ る。 だか ら,ウ ォル ドル フのような郊外地域 でテ レワー クをす
るのは コス ト削減に も効果がある。テ レワ.._.クセ ンター とバ ックオフ ィスは本
質的に違 うものである。バ ックオフィスはテ レワークセ ンターを展 開す る上で
のモデルにはな らない。バ ックオフィスで勤務す る人は必ず しも高度な技能 を
持 った熟練労働者であ る必要 はないが,テ レワー クセ ンターで勤務す る人は高
度 な知識労働 者であ る とともに質 の高 い労働力 で ある とい う特徴 を持 ってい
る。
もう1つ の便益は,他 人か ら仕事の邪魔 をされ ることな く集中す ることがで
きるので,テ レワー クセ ンターでの勤務には著 しい生産性 の向 ヒがあ ることで
ある。 これは管理職 に も労働 者に とって も便 益であ る。今後,テ レワー カ.___の
ほ とん どが テ レワー クセ ンターで勤務 する とい う方向へ進むのではな く,テ レ
ワ......クセ ンターが在宅勤務 を支援す る形 になってい くと考 えられ る。具体的 な
事例 と して,在 宅勤務のテ レワ.__.カーがワ シン トンへ長距離電話 をかけてネ ッ
トワー クを利用す るので な く,テ レワークセ ンターをアクセスポ イ ン トとして
使 うことによってネ ッ トワー ク接続 を安 い電話料 金で実現 で きることな どが理
由である。
公的部門がテ レワー クセ ンター を支援 するのは適切 であるのか どうか とい う
議 論 もあ る。 これ らのテ レワー クセ ンターに よって最 も恩恵 を受けるの は地域
社 会であ る。過去,現 在 テ レワー クを行 っている人 々は地元 に寝 るため に帰 っ
て くるだけで,平 日は地 元で買い物 もで きず,子 供のため に学校 に行 くことも
で きなかった。 また,職 業訓練 のため に時間を割 くこともで きなかった。通勤
時 間の削減 に よって,交 通混雑や 大気汚染 を軽減 す る こ とが で きるだけで な
く,市 民生活の回復や地域 の経済発展 も可能 になったので,地 域社会 に積極 的
に貢献す るこ とがで きるようになった。 まさに経 済学でい うところの トレー ド
オフの解消が可能になったのである。
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2)テ レワークと財源調達
米 国には,住 宅の新規購入者に よって支払 われ る影響料金(ImpactFee)
制度 とい うものがある。 これ まで影響 料金 は学校 や道路 などの建設財源 として
使 われて きた。法律 的に問題がないのであれば,そ の財源の一部 をテ レワー ク
セ ンターの建 設や運営への補助 に使 うことがで きないか どうかの検 討が行われ
ている。
財源 に関す る もう1つ のアイデアは,新 しいコ ミュニテ ィに公 園,学 校,道
路 などの基盤 と同 じように,テ レワー クセ ンターの場所 を提供 して もらうこと
である。 また,学 校や他 の公共施設 の遊休 部分 をテ レワークセ ンターに転用す
る とい う考 え方で,ハ ー ガス タウ ンのテ レワー クセ ンターはその典型である。
ウ ォル ドルフのテ レワー クセ ンターは遊休化 した施設 を使 わず,シ ョッピング
セ ンターの中心 にあるので,自 動車を駐車 してか ら,仕 事以外に も食事や買い
物,ク リーニ ング,ス ポー ツセ ンターで運動す るこ とな どが可能であ る。
一方,米 国の州 間高速道路網の整備計画はほ とん ど完 了 したので,公 共投資
財源 を他 の革新的かつ創造 的な 目的(大 気汚染の除去,交 通混雑 の緩和 など)
のために転換 する ことも検討 されている。
3)災 害対応型 テ レワークについて
災害対応型のテ レワー クセ ンター と して はカリフ ォルニア州に3ヶ 所,オ ク
ラホマ州 に2ヶ 所 あ る。1989年の ロマプ リエー タ地震 の際 に も在宅 テ レワー
クが実施 された。最近,運 輸 省の建 物がバ クテ リアで汚染 されて いるのが分
か ったが,汚 染除去作業中は各階 ごとにテ レワークが実施 された。
ノース リッジ地震 の時,緊 急事態 管理庁(FEMA)と 総務庁 が協力 して 災
害 に対応 したが,テ レワー クの分野では協力関係 はなかった。災害 に対 してそ
れぞれ独 立の対応 をして,政 策的 な調整 な ど存在 しなかったのが実態である。
ノース リッジ地震 の頃,FEMAは テ レワー クにつ いて まだ知識 を持 ってい な
か ったが,現 在では きちん と認識 して政策 的 に も対応 で きる ようにな ってい
る。テ レワー クセ ンター は災害対策用途の施設 として有効 と考え られ るように
なって きた。最近,連 邦政府 の各機関が防災計画 を作成す ることを要請 された
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際 に,防 災計画の中 にテ レワークを きちん と位 置づ けた機関 も出て きた(US
GeneralServiceAdministration,1998年10月)。
4)今 後 のテ レワーク
大都市圏でのテ レワー ク推進計画 として は,NationalTelecommutingIn.
itiativeがある。官民パー トナー シップで在宅勤務 も含めたテ レワー クを推 進
する ことがその 目標 である。 テ レワー クセ ンターを基盤 と したテ レワークは拡
大 してい るが,そ の見通 しはまだ不透明である。
連邦総務庁 ではi30大 都市 圏におけるテ レワー ク事 業の拡大 を 目指 して い
るが,そ れ以外の地域 で も申 し出があれば協力す ることを検討 している。現在
まで に,シ カゴ(2-3ヶ 所),ア トラ ン タ(4ヶ 所),シ ア トル(1ヶ 所),オ
クラホマ シテ ィ(2ヶ 所),カ リフォルニアのノー ス リッジ(1ケ 所)に 連邦 テ
レワ.___クセ ンターが ある。テキサ ス州な どでは検討 中で,ニ ュー ヨー ク州やマ
サチューセ ッツ州 ではテ レワークセ ンター設置へ の取 り組 みは全 くないが,在
宅勤務への取 り組みが行われてい る。
(2)EUのテ レワー ク推進政策
①EU域 内 にお けるテ レワークの動 向
1)全 般 的な動向
EU(欧 州連合)諸 国におけ るテ レワー クの普及 は国別 に相 当に進展度 の違
いが あるが,全 体 と してテ レワー ク人 口は約400万人に達 してい ると推定 され
て い る(EuropeanCommission,1998年11月)。ヨー ロ ッパ の テ レ ワー ク
は,民 間部 門で の積 極 的な取 り組 み とと もに,公 的 な レベ ルでは主 にEU第
13総局(科 学技術担 当)が 中心 となって政策的 な展 開が 進め られて い る。 第
13総局だけで な く,社 会政 策的 な観点 か ら第5総 局(雇 用 ・労働 担 当)と 第
16総局(地 域振興担 当)が テ レワーク推進 に実 質的に関与 してい るのが,EU
におけるテ レワー ク推進政策上 の大 きな特 徴で ある。EUで はテ レワー クを雇
用問題 との 関連で政策的 な優先順位の高い もの と受 け とめてお り,そ の点 で第
5総局や第16総 局が大 きく関与す る とい う形態 になっている。
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一一方,民 間 レベ ルで は,ヨ ー ロ ッパ 共 同体 テ レワー ク ・フ ォー ラム(The
EuropeanCommunityTelework/TelematicsForum)とい う団体が各国にお
け るテ レワー クの推進 に深 く関わっている。具体的 には,各 国のテ レワー ク推
進団体 と協力 して,テ レワー クの普 及啓発活動 を実 施 して い る。 それ以外 に
も,各 国のNGO団 体が テ レワーカー同十の連携 や情報交換 な どに大 きな役割
を果た してい る。
2)主 要国の動向
こ こで は,英 国}ス ウェーデ ン,フ ィンラン ドとい う3ケ 国の状況 を通 し
て,各 国の動 きを概観す ることに しよう。
一英 国 一
英 国のテ レワー クは,雇 用対策 と地域活性化の観 点か ら政策的な展開が進め
られてお り,そ の中心 的な担い手 は地 方政府 であ る。 具体的には,テ レコテー
ジの普及 とい う形での政策展開が行 われている。英国で もテ レセ ンター等の呼
び方が される場合があるが,一一般的 に小規模 であ り,田 園地帯 に立地 している
ことか ら,テ レコテー ジとい う呼び方が使用 されている。 テ レコテー ジとい う
考え方は,1980年代末 にス カンジナ ビア諸国か ら伝 え られた ものであ るが,
英国の起業家や個 人に も広 く受 け入れ られ,1995年時点で テ レコテー ジの数
は129ヶ所 に達 してい る。 図書館や学校の遊休 スペー スを利用す る場合が多い
ため に,低 コス トで地域密 着型の事業展 開が 可能 とな って いる。1993年に設
立されたテ レコテージ協 会が地域 における個 人のテ レワー ク支援 や地域 活性化
を図るための組織 として活動 してい る。
テ レコテー ジは,地 域 にお ける職業 訓練 自己啓 発,小 規模 事業 に対す る
サー ビス,ビ ジネス交流,テ レワー クのための施設s情 報サー ビスな どの様 々
な活動のハ ブとなってい る。 テ レコテー ジのための資金は}地 域 開発資金,地
方 自治体,企 業 スポ ンサーな どか ら提供 されている。 これ らの外部資金 による
テ レコテー ジの運営 には,3年 以内に独立採算への移行が求め られてい る。
一スウェーデ ンー
スウェーデ ンは,テ レワー クの分野では最 も先進的 な国のひ とつである。そ
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れは,ス ウェーデ ンの国土条件 が大 きく影響 してい る。 スウェーデ ンは国土が
広大で,人 口分布が非常 に偏 っているために,情 報通信技術 を利用 した地域 開
発やテ レワー クの必要性が早 くか ら認め られていた。最初の テ レコテージの設
立 は1984年であ った。1995年時点 で,全 国 に約20の テ レコテー ジが存 在 し
てい る。 英国の場合 よ りも,採 算性 を重視 したテ レコテー ジの運営が行 われて
お り,経 営的には共 同マーケテ ィングを行 って,サ ー ビス業務の受注 などを活
発 に行 っている。その ような運営 によって,地 域 の過疎化対策 として も効果 を
hげてお り,政 策的 には過疎化対策の成功例 と して注 目されてい る。
一ブ インラ ン ドー
現在,フ ィンラ ン ドには約50の テ レコテー ジが稼働 してい るが,こ の こと
には,フ ィ ンラン ド政府 を中心 と した公的部門の関与 が非常 に大 きい とみ られ
る。 フィンラン ドでは,1989年に国が主導 した テ レコテー ジが70ヶ 所 も作 ら
れたことに明 らか なように,同 国政府 はテ レワークの推進 に積極 的であ る。
1995年に公表 された 「全国テ レワー ク推進 プ ログラム」で は,「国民及 び企
業の活動能力向上に向けて,テ レワー ク,ビ ジネス ネッ トワーキ ング,新 しい
形態の雇用推進 などを,国 の施策 として位置づ けること」が主要 な政策 目標 と
して打 ち出 された。 具体的な取 り組み と しては,関 連 した法律 ・契約 ・金融機
関の諸 規制 の適 合性 の調査,通 信 ネ ッ トワー クの高度化 な どが あげ られて い
る。 また,情 報通信機器 を利用 した柔軟 な働 き方の導入のために,公 的部 門が
先導する とともに,実 際の利用者 としての立場 か ら重要 な役割 を果たすべ きで
あ るとい う考え方が明 らかに されている。
②EUの テレワーク推進政策
EUは,ヨ ーロッパにおける情報通信革命の進展に対応するために,総 合政
策的な取 り組みを積極的に進めている。EUの テ レワー クへの関心 は,1989
年,当 時の ヨーロ ッパ共同体(EC)の情報通信技術研究事業(RACE)が,
農村地域や過疎地域 における高度情報化の経済的な影響評価を検討する中で生
じてきたものである。第13総局によって実施 された分析の中で,テ レワーク
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は戦略的に重要 な課題 として位置づけ られた(EuropeanCommission,1998年
11月)。
テ レワー クは,当 初 か ら,西 ヨーロ ッパが直 面 している経済社会の転換 に対
応す るため に重点的 に取 り組 むべ き応用的な事業の ひとつ として認識 されてい
た。第13総 局は第5総 局 な どの機 関 と連携 しなが ら}テ レワーク問題 に対す
る市民 レベ ルの関心 を盛 り ヒげ る 重要 な取 り組 み と して,ヨ ー ロ ッパ ・テ レ
ワー ク ・ア ジェ ンダを始めた。 これ らには,社 会 ・科学技術 ・政策な どに関連
した分野,学 術的な研究,テ レワーク活動参加者 を対象 に したイベ ン トな どが
含 まれる。
高度情報社 会への ヨー ロッパの転換 とよ り柔軟 な働 き方 に対す るニー ズを結
びつ け るこ とを 目指 した一連 の総 合的 な研 究 とEUの 奨励 策 に よって,1993
年 にはテ レワ._._クに対す る関心 は 一挙 に高 まった。 「成長,競 争力,雇 用,21
世紀 に向 けた挑 戦 と対応 策」(Growth,Competitiveness,Employment,the
ChallengesandWayForwardintothe21stCentury)とい う白書の中で,EU
は社会 の新 しいあ り方 としての高 度情 報社 会 に対 して,今 後 の ヨー ロ ッパ に
とって必要な政策的な優 先順位 を設定 した。 同白書 の中で明 らか にされた主要
な関心 はうま く機能 した。西 ヨーロ ッパ諸国における失業者 の急増 とい う深刻
な事態 は,新 たな政策的な重点化 の必要性 を促進 した。
高度情報社 会に対する様 々な政策 手法 は,新 た な政策展 開へ の環境 条件の改
善 によって補強 されている。例 えば,全 欧情報通信 ネ ッ トワー クの整備,地 域
開発,職 業訓練,新 規 ビジネスの育成,テ レワー クな どを対象に したEUの 産
業政策や 産業振興 基金 などは,こ れ らの手法の重要 な要素 として認め られる よ
うになって きた。EUは この点で 豆要 な役割 を担 っているが,各 国政府,地 方
政府,経 営者,産 業 な どの協 力が なけれ ば十分 に力 を発揮す るこ とはで きな
い。最近の報告書 「高度情 報社会 の労 働市場 と社 会的 な範 囲」(TheLabour
MarketandSocialDimmensionoftheInformationSociety)の中では,テ レ
ワー ク推 進のための適切 な枠組 みの創造が優先順位 の高い政策課題 として指摘
されている。
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ヨー ロ ッパ においては,こ の ように情報通信政策 と社会政策 を一体化 した政
策がテ レワー ク推進 のための中心的 な柱 となっている。新規 ビジネスのための
適切 な条件 の整備,技 術 開発 や実験 プロジェク トのための持続 的な支援 策の提
供,世 論の啓発 とい うこ とは,テ レワーク推進政 策の他 の側 面であ る。EUの
1998年版 「ヨー ロ ッパの テ レワー クに関す る年次報告」(StatusReporton
EuropeanTelework)によれば,テ レワークは,村 落の ような コ ミュニテ ィ段
階か らEU全 体 までを通 して,競 争力,経 済成長,繁 栄,雇 用創 出,社 会の安
定性,環 境 と調和 した持続 的成長な どを支援す る1;で,重 要な役割 を果たす こ
とがで きる もの として強調 されている。
③EUの テ レワーク推進政策に関する評価
ヨーロッパにおけるテレワークは,大 都 市圏の通勤混雑を解決する手法以上







少,そ れによる生産性 と負担能力の低下を避けるためにも,高齢A女 性,障
害者などの能力を大いに活用する必要がある。わが国においても,テ レワーク
推進政策の議論を深める ヒで,高 度情報社会における社会資本整備の理論的枠
組みを検討することが重要な課題 となってお り,その場合,EUの 社会政策的
な取 り組みか ら学ぶことが多 くある。
特に,急 激な高齢化の進展,女 性の就労意識の高まりなどの社会環境の変化
を背景に,通 勤困難者の就業 に関する早急な対応が求め られているが,テ レ
ワークに対する公的な支援や情報通信技術 を活用 した雇用拡大策について,社
会政策的な視点か ら本格的に検討することが今後の課題として重要である。
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3.日本におけるテレワーク推進の政策課題
(1)日本 におけるテ レワー クの評価
① テ レワークの有効性 と留意点
ここでは,社 会政策的 な枠組 みで政策課題 を考えるために,(社)日 本サ テ
ライ トオフ ィス協会の各種報告書 を参 考に して,テ レワークの有効性 と推進上
の留意点 を,企 業,勤 労者}社 会 に分 けて整理 してみ よう((社)日 本 サテ ラ
イ トオフィス協 会,1997年3月)。
1)企 業 に対 する効用 と留意点
企業がテ レワー クを導入す る場合,人 材確保,コ ス ト,イ メー ジの向rな ど
の面で効用が期待で きる。勤労 者福祉 の充実 とい う点では,新 たな勤務形態 の
機会提 供,勤 労者の通勤疲労軽減 な どの効果がある。業務効率の向 上や コス ト
の削減 に関 しては,効 率性 や生産性 の向上,勤 務者の通勤 コス トの削減 などの
効果があ る。次 に人材 の活用 ・確保 については,高 齢 者 ・女性 ・身体障害者等
の活 用,地 元の 人材の確 保 な どの 効果が あ る。企 業 イメー ジの 向Lに つ いて
は,対 外的なイメー ジの向上,従 業員満足度の向上 な どが効果 としてある。最
後に,災 害時の リスク分散 に関 して,情 報 な どの分散管理,災 害時における迅
速な対応 などが 可能である。
…方,企 業が テ レワー クを導人 しようとす る場合,生 産管理,雇 用管理,コ
ス ト,管 理者 の意識 などの面で解決すべ き様 々な留 意点が存在 してい る。1つ
のオ フィスに複数企業の社員が勤務す るテ レワー クセ ンターの場合,本 社勤務
の場合 と異 なっているので,生 産管理面では,職 種 の適格性,機 密保持,緊 急
時の対応 な どの問題がある。雇用管理 面では,労 働 時間の管理,労 災保険の適
用,労 働組合へ の対応 な どの問題が ある。次 にコス ト面で は,パ ソコン,電 話
などの情報通信機器,オ フィススペ ース,什 器備品な どの初期投資,運 営費な
どの問題があ る。最後に,テ レワー クセ ンターの利用 に当たっては,社 内の推
進体 制や管理者の意識改革な どの問題があ る。
2)勤 労者に対す る効用 と留意点
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通勤困難者にとっては,精 神的 ・身体的なゆとりの実現,新 たな就業機会の
確保,時 間的なゆとりの創出などの効用が考えられる。精神的 ・身体的なゆと
りの実現に関 しては,通 勤による身体的負担の軽減,通 勤混雑回避による精神









などの効用が考えられる。社会福祉の充実に関 しては,高 齢者 ・女性 ・身体障
害者の雇用機会の提供や生 きがいの創出などが効果としてある。大都市圏の通
勤問題については,首 都圏の通勤混雑の緩和が大きな効果 としてある。地域活
性化に関 してはf地 域活動の活発化や地域の入材の流出防止などが効果 として
ある。
…方,妊 婦や身体障害者などの通勤困難者がテレワークセンターに定期的に
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者が継続的に就業で きるように,育 児 ・介護などと就業を両立させるため




積極的なPR活 動や管理者 ・勤労者に対する啓蒙活動 を行っていかな くて
はならない。
5)企 業などに対する優遇措置などによる支援
テ レワーク導入などに関するコス ト面の問題を解決するために,テ レ





7)法 律 ・制度の見直 し ・規制緩和
勤労者が安心 してテレワークセ ンター勤務が行えるように,労 働災害,
雇用契約 上二の問題に対 して,現 行の法律 ・制度の見直 しや規制緩和が必要
である。
(2}テレワーク型社会実現の政策課題
テ レワー ク推進のための公的支援 策193
テ レワー ク推進のために,わ が国で もテ レワ.......ク推進会議 に よって今後 の方
向性 が示 された り,公 的なテ レワークセ ンターの整備 ・推進 に関す る調査研究
や通勤 困難 者のための コ ミュニテ ィオフ ィスに関す る調査研究が進め られるな
ど,テ レワー クへ の公的支援 のための体制が形づ くられて きている。
この ようなことの背景 には,経 済 ・社会環境 が急速 に変化す る中で,企 業の
あ り方,個 人の価値観 などが 大 きく変化 してきてお り,個 人のラ イフス タイル
に応 じた新たな雇用形態や働 き方 も求め られているこ とがある。今後の高齢社
会への対応 としての高齢 者の活用,主 婦r身 体障害 者な どの社会参加や就労の
促進 を図るこ とは,通 勤困難者の就業機会の確保や個 人の活力の発揮 につ なが
るばか りで な く,産 業経済,地 域社 会に とって も多 くのメ リッ トを もた らす と
考 えられる(佐 藤孝治,X997年10月)。
一方,イ ンターネ ッ トな どの情 報通信 ネ ッ トワー クの整備,パ ソコ ンな どの
情報機器の普及は,自 宅や 自宅 に近接 したオフィスでの勤務であ るテ レワー ク
を可能 に している。1995年1月17日の阪神大震 災の教 訓 と して,大 規模 災害
時の リス ク分散の観点か らもテ レワー クセ ンタ.__.が注 目され るようになった。
この ような背景 によ り,高 齢者の活用,女 性の雇用拡大s身 体 障害者の雇用機
会の確保の場 として,あ るいは大規模 災害時の リス ク分散の観点か らも,テ レ
ワー クセ ンターの普及が期待 されてい る。
米国では,1980年代半 ばか らテ レワー ク(テ レコ ミューテ ィング)が 通勤
時 の交通混雑 の緩和,大 気汚染の防止r都 市計画,都 市の成長管理 などのため
に重要 な政策f段 と認め られて,民 間部門の努力 だけでな く,カ リフォルニ ア
州政府や連邦政府 などの公的部 門において も様 々な政 策づ くりや導 入実験 が積
み 重ね られて きた。 クリン トン政権 では21世 紀 の新 た な社会資本整備計 画 と
しての情報 スーパーハ イウェイ構想の もとで,連 邦政府の職員 を対象 とした大
規模 なテ レワー クの本格 的な導 入事業が進 め られている。
連邦政府,州 政府,地 方政府 などの公的部門が テ レワー クの普及 に政策面 で
直接 的に関与す る とともに,公 的資 金 を投 入 してつ くられた テ レワー クセ ン
ターで連邦政府職員だけでな く、民 間企業の社員 たち も参加 したテ レワー クが






また,ヨ ーロッパにおけるテレワークは,大 都市圏の通勤混雑 を解決する手




を検討することが重要な課題となってお り,そ の場合,EUの 社会政策的な取
り組みからも学ぶべ きことが多い。











れる発展 を遂げた。 しかし,人 口の高齢化や少子化現象は既に日本社会に様々
な影響を与え始めている。租税や社会保険料などの増加による総労働コス トの
増加は,企 業の設備投資や研究開発を遅 らせ1国 際競争力を低下させる可能性
が大 きい。また,若 年人口の減少によ り労働力人口は大 きく減少す るとみ ら
れ,生 産性の低下や購買力の衰退が現実的な問題になる可能性 もある。労働力
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の減少,そ れによる生産性 と負担能力の低下を避けるためにも,高 齢者,女




(1)本稿 に関す るア イデ アは,(社)日 本 テ レワー ク協 会ス タ ッフの 方 々 との 議論 の
中か ら生 まれfオ リジナ ル 英語 テキ ス トは,1999年2月,米 カ リ フ ォルニ ア州 で
開催 され たWesternRegionalScienceAssociationの第38回 年 次総 会で報 告 した も
ので あ る(神 奈 川 大学 に よ る海外 の学 会等 出張旅 費 に 対す る 部 補助 を受 け て 実
施)U本 稿 の資料収 集 や執筆 に当た って,米 連 邦政府GeneralServiceAdministra-
ionのDr.WendellJoiceやその他 の ス タッフた ちか ら全 面的 な協力 を得 て,数 度
の イン タビ ューに も気持 ち よ く応 じて も らっ た,,これ らの 人 々 に心 か ら感 謝 した
いo
(2)テレコ ミューテ ィン グとは,主 として通勤 の代 替 手段 と して行 うテ レワー クで あ
り,用 語 と しては テ レワー クよ りも狭義 の概 念で あ る。 一方,携 帯 型の情 報通信 機
器 を活用 して}働 く場 所 を移 動 しつつ仕 事 を行 う こと(営 業担 当な ど)を モ バ イル
ワー ク と呼 ぶ こ と もある。
なお,郵 政 省 の テ レワー クセ ンター研究 会 で は,「在宅勤 務 や企 業 等の 従 業 員が
情 報通信 を活 用 して オ フ ィスに通勤 せず に仕 事 を行 うテ レコ ミュー テ ィング,電 話
を中心 と した情報 通信 手段 に よるマー ケテ ィング活動 で ある テ レマ ーケ テ ィ ング,
さ らに賃金格 差や 時差 を利用 す る海 外へ の外注 等,様 々な労 働 形態や事 業概 念 を含
む広義 の概 念」 と して,定 義 して いる。
13)郵政 省で は,た とえば,平 成6年 度 よ り 「テ レワー クセ ン ター施設整 備事 業」 に
よ り、 共同利 用型 のテ レワー クセ ンター施 設 を地 方 自治体や 第3セ ク ターが 整備 す
る場 合 に国庫 補助 に よる 支援 を行 ってい る。
(4)SOHO(Smal10f配eHomer1)は,文 字 通 り,小 規 模 オ フ ィスや 自宅 オ
フ ィスを指す が,大 企業 等の組織 に属 さず にこれ らの施 設 を仕 事の場 と して働 く個
人 企 業家 や個 人 事業 紅(フ リー ラ ンスの ラ イ ターや ソ フ ト設計 者な ど)を 指 す こ と
もあ り,ま た,企 業の組 織 に属 しなが ら在宅 勤務 等 を実 施 して いる テ レワー カー も
含 め,SOHOと 呼 ばれる こ と もあ る。
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